



















































い大家族がしばしば取り上げられることなどが指摘されてきた（Gilens 1999；Clawson and Trice 
















うかを話す人は，8.5％であった（Baumberg et al. 2012：16）。
（2）　対象を 1990 年代以降としたのは，データベースの制約による。全文検索ができるのが，朝日新聞のデータベー
ス「聞蔵Ⅱ」では 1985 年から，毎日新聞のデータベース「毎索」は 1987 年からである。なお，「産経新聞データ





に関する意識・実態調査報告書』2015 年（https://www.kkc.or.jp/data/release/00000114-1.pdf，最終閲覧 2018 年


































（4）　2018 年 1 ～ 3 月の週刊誌の発行部数は，週刊文春 61 万部，週刊新潮 43 万部，週刊現代 40 万部，週刊ポスト
37 万部，女性自身 35 万部，女性セブン 34 万部などとなっている（一般社団法人日本雑誌協会「印刷部数公表」，
https://www.j-magazine.or.jp/user/printed/index，2018 年 7 月 5 日最終閲覧）。新聞（朝刊）は 2017 年 4 月時点
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　まず確認できるのは，近年における件数の多さである。2000 年代，とりわけその半ば以降，生
活保護についての記事が著増している。5 紙合計で例えば 1995 年には 500 件程度，2000 年に 1,000
件程度であった「生活保護」を含む記事が，2005 ～ 2015 年には 2,000 件を超えており，最も多い
2009 年には 5,400 件以上に達している。なお，1980 年代前半の「123 号通知」から「適正化」に至
る時期も報道が過熱したとされるが，当時の記事を全文検索できる日経と読売について見ると，
1980 ～ 1985 年の期間の合計は，日経 413 件，読売 258 件で，2000 年代半ば以降における生活保護

















































げたと考えられる。「生活保護」と「不正」を含む記事数は，5 紙計で，2008 ～ 2010 年が 400 件
台，2011 年が 300 件台だったのに対し，2012 年は 800 件を超え，翌 2013 年には 1,100 件台とさら
















年 1990-1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
件数 50 4 1 1 9 13 12 15 13
年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
















認できる Google Trends（https://trends.google.co.jp/trends/?geo=JP，2018 年 7 月 8 日最終閲覧）
というサイトによれば，芸人の謝罪会見があった 2012 年 5 月を 100 とした場合，同年 6 月が 64 で
ある他は，50 を超えたことがない（7）。データが取れる 2004 年以降，2012 年 4 月までは 10 ～ 20 台，




は，2000 年代半ばから記事数が増え始める 1 つの理由は三位一体改革で，国と地方の財源をめぐ
る議論の中で，「生活保護」がしばしば登場する。これもいわば制度改正に関わる報道といえる。
だが，「生活保護」と「三位一体改革」を含む記事数（5 紙合計）は，最も多い 2005 年に 600 件台，
2004 年に 400 件台，2003 年，2006 年に 100 件台で，これらが総件数を押し上げているには違いな
いが，きわめて短い期間に集中しており，2009 年と 2012 ～ 2013 年を頂点とする 2 つの山を説明
することはできない。
　生活保護法は 2013 年に，初の抜本的な改正が行われたが（施行は 2014 年），「生活保護法」を含






















む記事数の推移を示している。やはり，2000 年代以降に件数が多い。「財政」が 2000 年代の半ば




























仕組みを充実させる」57％という結果だった（2012 年 1 月 29 日）。受給者が増えていることは事
実だが，人口の高齢化を考慮に入れれば，避けられない面もある。だが，ここでは「費用を抑え
る」ことが自明の命題とされている。




選前の候補者アンケートでは，聞かれていなかった項目である（2009 年 8 月 13 日，2012 年 12 月
3 日，2014 年 12 月 6 日，2017 年 10 月 14 日）。


















































　自民党は生活保護見直しに関する政策文書を 2012 年 4 月 16 日付で発表している（「シリーズ
「自民党の政策③（生活保護）「手当より仕事」を基本として生活保護の見直し」『The Jimin 
NEWS』2012 年 4 月 16 日）。同文書は，「民主党の社会保障の考え方は，国民を自立させるのでは




月 12 日号であった。4 月 16 日付の自民党のこの文書は，記事より後に出たことになるが，おそら




れた（朝日新聞 2012 年 7 月 15 日）。谷垣総裁も同年 2 月の演説で「（生活保護に）ぶら下がって生
きている人はメスを入れて排除しないといけない」と述べ，翌年度予算案の対案では，生活保護費





　2012 年 9 月に行われた自民党の総裁選では，候補者 5 名のうち，安倍晋三と石原伸晃が，「生活
新聞報道に見る生活保護への関心（堀江孝司）
47
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朝日新聞 産経新聞 日本経済新聞 毎日新聞 読売新聞
不正 10.1 16.4 9.0 7.4 13.8
財政 17.1 17.4 28.7 17.2 18.4
予算 19.3 15.9 25.4 19.5 18.2
雇用 13.1 10.0 16.5 12.8 12.3
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